
後期監査の結果に基づく措置等の状況通知＜後期監査報告書（令和４年３月２４日）＞

「処理」の実施状況

【Ａ：実施済又は決定済】　　　　基準日までに「処理」を実施したもの、又は基準日までに「処理」を実施することを決定したもの　　　　　　　　　　　１８件

【Ｃ：実施しないことを決定済】　基準日までに「処理」を実施することはできるが、何らかの理由により実施しないことを決定したもの　　　　　　　　　１８件

【Ｄ：実施することができない】　基準日までに手段が無く「処理」を実施するができないことを確認したもの　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０件

「再発防止策」又は「改善策」の実施状況

【Ａ：実施済又は決定済】　　　　基準日までに「再発防止策」又は「改善策」を実施したもの、又は基準日までに「再発防止策」又は「改善策」を実施することを決定したもの　　　４６件

○出資団体監査

№ 部 課
団体
名

監査
項目

指摘・
意見の
対象

監査結果

該
当
ペ
ー

ジ

該
当
箇
所

Ⅰ
「処理」の
実施状況

Ⅱ
「処理」の内容

Ⅲ
「再発防止
策」

又は「改善
策」の実施
状況

Ⅳ
「再発防止策」又は「改善策」の内容

最
終
回
答
基
準
日

1 生
涯
活
躍
部

文
化
振
興
課

公
益
財
団
法
人
豊
田
市
文
化
振

興
財
団

会
計
処
理
及
び
帳
票
整
理
の
状

況 公
益
財
団
法
人
豊
田
市
文
化
振

興
財
団

【意見】
　未使用の領収書つづりはキャビネッ
トに保管されているが、数量の把握が
されていなかった。
　領収書の紛失・盗難、不正使用等を
防止する観点から、帳簿上で明確に受
払の管理をすることが望まれる。
　また、総務課から各拠点に領収書つ
づりを払い出す場合には、受け入れた
各拠点においても、領収書つづりの受
入と使用の記録を残すことが望まれ
る。

1
6
頁

1 Ａ：実施済
又は決定済

　領収書の帳簿管理、総務課と
各施設間での領収書の払い出
し、受入の記録について、帳簿
を作成することを令和３年１２
月１７日に決定し、領収書につ
いては、つづり単位で連番を付
した領収書を新たに印刷し、令
和４年３月から使用している。

Ａ：実施済
又は決定済

　領収書の発注から帳簿管理、払い出し記録、受
入記録等の事務手続きの流れをマニュアル化し総
務課内で周知した。
　加えて、領収書の有高確認を月１回実施するこ
とについて、令和３年１２月１７日に決定した。
 これらの対応について、令和４年５月１１日の
幹部会、５月１２日の交流館長協議会で情報共有
することとした。

令
和
4
年
3
月
3
1
日

2 生
涯
活
躍
部

文
化
振
興
課

公
益
財
団
法
人
豊
田
市
文
化

振
興
財
団

会
計
処
理
及
び
帳
票
整
理
の

状
況

公
益
財
団
法
人
豊
田
市
文
化

振
興
財
団

【指摘】
　文化事業課の小口現金出納帳におい
て、消耗品の購入金額を誤って記入し
たことが後日判明したものを、購入日
に遡って修正していた。

1
6
頁

2 Ｃ：実施し
ないことを
決定済

　指摘の件については、訂正し
た月及び、次月の月末で帳簿と
現金を合わせており、それ以降
は訂正箇所がないことから、
遡って修正しないことを令和３
年１２月１７日に決定した。

Ａ：実施済
又は決定済

　小口現金出納帳及びこれに類する帳簿では、現
金が出入りした日で記帳すること（修正を含む）
について、文化事業課職員への指導に加え、毎年
実施する庶務担当者研修の内容に明記し各施設に
周知するとともに、財団内部監査のチェック項目
に、日付を遡った修正を行っていないかの確認項
目を追加することを令和３年１２月１７日に決定
した。
　これらの対応について、令和４年５月１１日の
幹部会、５月１２日の交流館長協議会で情報共有
することとした。

令
和
4
年
3
月
3
1
日

－ 1 ／ 13 －



№ 部 課
団体
名

監査
項目

指摘・
意見の
対象

監査結果

該
当
ペ
ー

ジ

該
当
箇
所

Ⅰ
「処理」の
実施状況

Ⅱ
「処理」の内容

Ⅲ
「再発防止
策」

又は「改善
策」の実施
状況

Ⅳ
「再発防止策」又は「改善策」の内容

最
終
回
答
基
準
日

3 生
涯
活
躍
部

文
化
振
興
課

公
益
財
団
法
人
豊
田
市
文
化

振
興
財
団

会
計
処
理
及
び
帳
票
整
理
の

状
況

公
益
財
団
法
人
豊
田
市
文
化

振
興
財
団

【指摘】
　委託料として支払時に費用処理され
ているファイナンス・リース契約にお
いて、資産に計上すべき条件を満たす
ためリース資産として計上すべきもの
があった。

1
7
頁

3 Ｃ：実施し
ないことを
決定済

　指摘を受けたリース契約につ
いて、既に理事会での決算報告
済みのため、遡って修正をしな
いことを令和３年１２月１７日
に決定するとともに、リース残
存期間を資産計上し、残存期間
に応じて減価償却をし、令和４
年５月に開催予定の令和３年度
決算報告の理事会で報告するこ
とを決定した。

Ａ：実施済
又は決定済

　リース会計について総務課内で研修を行い周知
するとともに、毎年行っている庶務担当者研修で
もリース会計に関する内容を明記し、他施設職員
に周知した。加えて、各施設のリース物件を毎年
定期的に確認することについて、令和３年１２月
１７日に決定した。さらに、財団内部監査でリー
ス物件の確認とリース会計の適用について、項目
を設けて確認することも同日に決定した。
　これらの対応について、令和４年５月１１日の
幹部会、５月１２日の交流館長協議会で情報共有
することとした。

令
和
4
年
3
月
3
1
日

4 生
涯
活
躍
部

文
化
振
興
課

公
益
財
団
法
人
豊
田
市
文
化
振
興
財
団

財
産
管
理
状
況

公
益
財
団
法
人
豊
田
市
文
化
振
興
財
団

【意見】
　会計規則第２５条において、固定資
産の定義として「耐用年数1年以上で
取得価格１０万円以上の有形固定資産
（以下中略）をいう。」と規定されて
いる。しかし、公益目的使用のため、
非接触顔認証検温システム１０台の寄
附を受けた際、法人税法の「中小企業
者等の少額減価償却資産の取得価額の
損金算入の特例」を参考に、全額を減
価償却費として計上し即時損金処理を
行っていた。
　法人税の特例を利用することを考え
られなくはないが、法人税は課税所得
計算のために用いられるものであり、
対象物は収益事業ではなく公益事業に
使用されていることから、会計規則第
２５条に従い固定資産計上をすること
が望まれる。

1
7
頁

4 Ｃ：実施し
ないことを
決定済

　令和２年度については、「中
小企業者等の少額減価償却資産
の取得価額の損金算入の特例」
を適用し、決算の修正を行わな
いことを令和３年１２月１７日
に決定した。

Ａ：実施済
又は決定済

　取得価額が３０万円未満の資産に対しても、新
たに取得する物については「中小企業者等の少額
減価償却資産の取得価額の損金算入の特例」は適
用せず、会計規則に従い固定資産計上することを
総務課内の研修で周知した。加えて、毎年実施す
る庶務担当者研修の内容にも追加し他施設職員に
も周知すること及び、財団内部監査で物品台帳の
確認を項目に追加することを令和３年１２月１７
日に決定した。
　これらの対応について、令和４年５月１１日の
幹部会、５月１２日の交流館長協議会で情報共有
することとした。

令
和
4
年
3
月
3
1
日

5 生
涯
活
躍
部

文
化
振
興
課

公
益
財
団
法
人
豊
田
市
文

化
振
興
財
団

財
産
管
理
状
況

公
益
財
団
法
人
豊
田
市
文

化
振
興
財
団

【意見】
　総務課保管の現金については、小口
現金出納帳を記帳し、毎日現金実査を
行っているが、金種表の作成が行われ
ていなかった。
　現金の残高は金種別の数量を把握す
ることが前提のため、少なくとも月末
の残高については、金種表を作成する
ことが望まれる。

1
7
頁

5 Ｄ：実施す
ることがで
きない

　指摘時点から遡って修正する
ことは不可能なため、遡っての
修正を実施しないことを令和３
年１２月１７日に決定するとと
もに、総務課の小口現金につい
て、１月末の残高確認時から金
種表を作成し確認を行ってい
る。

Ａ：実施済
又は決定済

　金種表の作成について、総務課内で指摘事項を
共有し、各施設に再度徹底するとともに、財団内
部監査において小口現金の金種表の確認を行うこ
とを令和３年１２月１７日に決定した。
　これらの対応について、令和４年５月１１日の
幹部会、５月１２日の交流館長協議会で情報共有
することとした。

令
和
4
年
3
月
3
1
日

－ 2 ／ 13 －



№ 部 課
団体
名

監査
項目

指摘・
意見の
対象

監査結果

該
当
ペ
ー

ジ

該
当
箇
所

Ⅰ
「処理」の
実施状況

Ⅱ
「処理」の内容

Ⅲ
「再発防止
策」

又は「改善
策」の実施
状況

Ⅳ
「再発防止策」又は「改善策」の内容

最
終
回
答
基
準
日

6 生
涯
活
躍
部

文
化
振
興
課

公
益
財
団
法
人
豊
田
市
文
化
振

興
財
団

財
産
管
理
状
況

公
益
財
団
法
人
豊
田
市
文
化
振

興
財
団

【意見】
　総務課、文化事業課、市民文化会館
においては、消耗品の購入等で現金が
必要になった場合には、係長以上に口
頭で了解を得た上で、各人が金庫から
必要額の現金を持ち出し、購入後に
余った現金は、当日中に金庫に戻すこ
ととなっている。
　現状では、誰もが金庫から現金を持
ち出すことが可能な状況のため、現金
の入出金ができる者を限定する等の対
応が望まれる。

1
7
頁

6 Ａ：実施済
又は決定済

　各施設において、消耗品の購
入等で現金が必要になった場合
に、現金の入出金ができる者を
限定することを令和３年１２月
１７日に決定した。

Ａ：実施済
又は決定済

　消耗品の購入等で現金を持ち出す場合には、限
定された者しか現金の入出金を行わないことを、
毎年実施する庶務担当者研修の資料に明記し周知
した。加えて、財団内部監査の確認項目とするこ
とを令和３年１２月１７日に決定した。
　これらの対応について、令和４年５月１１日の
幹部会、５月１２日の交流館長協議会で情報共有
することとした。

令
和
4
年
3
月
3
1
日

7 生
涯
活
躍
部

文
化
振
興
課

公
益
財
団
法
人
豊
田
市
文
化
振
興

財
団

資
産
運
用
及
び
経
費
節
減
の
状
況

公
益
財
団
法
人
豊
田
市
文
化
振
興

財
団

【指摘】
　決算書の注記事項の「９金融商品の
状況に関する事項 (３)金融商品のリ
スクに係る管理体制 ②信用リスクの
管理」において、債券について、発行
体の状況を定期的に把握し、理事会に
報告することになっている。
　また、財産運用規則第１０条第４項
においても、運用管理状況を理事長が
理事会に報告し、承認を受けることに
なっているが、議題として明確に取り
上げられていなかった。

1
7
頁

7 Ｄ：実施す
ることがで
きない

　決算報告を行う理事会につい
ては、既に開催し承認を得てい
ることから実施することができ
ない。

Ａ：実施済
又は決定済

　理事会の決算報告の議事録に、発行体及び運用
管理状況に係る報告について、実施した旨を明記
し、第三者から見ても明らかにすることを令和３
年１２月１７日に決定した。
　また、決算報告の報告内容に「発行体の状況報
告」を明記し、理事会資料作成担当の総務課長、
総務課副主幹、総務係長の３者で確認するととも
に、議事録作成項目にも明記し、関係者全員で確
認することを決定した。
　これらの対応について、令和４年５月１１日の
幹部会、５月１２日の交流館長協議会で情報共有
することとした。

令
和
4
年
3
月
3
1
日

8 生
涯
活
躍
部

生
涯
ス
ポ
ー

ツ
推
進
課

公
益
財
団
法
人
豊
田
市
ス

ポ
ー

ツ
協
会

団
体
運
営
及
び
事
業
管
理
の

状
況

公
益
財
団
法
人
豊
田
市
ス

ポ
ー

ツ
協
会

【指摘】
　平成３０年３月２８日付けの定期監
査等報告書において、「債券取得時の
利息処理、旧矢作緑地ゴルフ練習場回
数券の未返金分の処理」について指摘
があり、「会計処理マニュアルを作成
し、処理を徹底する。」という措置を
決定した。しかし、今回の監査におい
て措置の実施状況を確認したところ、
会計処理マニュアルは更新されていな
かった。

1
8
頁

1 Ａ：実施済
又は決定済

　令和４年１月２３日に既存の
会計マニュアルの更新を行っ
た。また、更新したマニュアル
は令和４年４月１日付更新とし
た。

Ａ：実施済
又は決定済

　会計マニュアルについては、随時必要事項を追
記する体制を整え、毎年度４月１日に更新するこ
ととした。

令
和
4
年
3
月
3
1
日

－ 3 ／ 13 －



№ 部 課
団体
名

監査
項目

指摘・
意見の
対象

監査結果

該
当
ペ
ー

ジ

該
当
箇
所

Ⅰ
「処理」の
実施状況

Ⅱ
「処理」の内容

Ⅲ
「再発防止
策」

又は「改善
策」の実施
状況

Ⅳ
「再発防止策」又は「改善策」の内容

最
終
回
答
基
準
日

9 生
涯
活
躍
部

生
涯
ス
ポ
ー

ツ
推
進
課

公
益
財
団
法
人
豊
田
市

ス
ポ
ー

ツ
協
会

会
計
処
理
及
び
帳
票
整

理
の
状
況

公
益
財
団
法
人
豊
田
市

ス
ポ
ー

ツ
協
会

【指摘】
　指定管理対象の猿投公園の陸上競技
場及び野球場に水道メーター２個を取
り付けた。水道メーターは受取受託金
として受領した金額から支出し、耐用
年数１年以上で取得価額１０万円以上
であるため、固定資産に計上する必要
があった。

1
8
頁

2 Ｃ：実施し
ないことを
決定済

　令和２年度の決算処理は終了
しており、実務上不都合はない
ため、令和２年度決算でのさか
のぼり処理は行わないことを令
和３年１２月９日に決定した。

Ａ：実施済
又は決定済

　令和３年１２月９日に当協会の固定資産として
計上することを決定し、令和３年度で固定資産計
上して市へ寄付する処理を行う予定である。
　再発防止策としては、令和４年３月１日に今回
の事例を顧問会計士と共有し、同様な事例が生じ
ないように、当協会担当者と顧問会計士の双方で
チェックすることを確認した。

令
和
4
年
3
月
3
1
日

10 生
涯
活
躍
部

生
涯
ス
ポ
ー

ツ
推
進
課

公
益
財
団
法
人
豊
田
市

ス
ポ
ー

ツ
協
会

財
産
管
理
状
況

公
益
財
団
法
人
豊
田
市

ス
ポ
ー

ツ
協
会

【意見】
　金種表の確認において、確認した者
が特定できなかった。
　確認者の氏名を金種表に記載するこ
とが望まれる。

1
8
頁

3 Ａ：実施済
又は決定済

　令和３年１２月９日から金種
表に記名欄を作成し、カウント
者とチェック者の２名を記名す
る様式に変更した。

Ａ：実施済
又は決定済

　カウント者とチェック者の２名を記名する様式
に変えることにより、カウントとチェックを同時
に行うよう運用を改善した。

令
和
4
年
3
月
3
1
日

11 生
涯
活
躍
部

生
涯
ス
ポ
ー

ツ
推
進
課

公
益
財
団
法
人
豊
田
市
ス

ポ
ー

ツ
協
会

資
産
運
用
及
び
経
費
節
減

の
状
況

公
益
財
団
法
人
豊
田
市
ス

ポ
ー

ツ
協
会

【指摘】
　資金運用要綱第７条第１項におい
て、「運用管理状況を理事会に報告し
承認を受ける」と規定されている。３
月末の決算書には債券の時価に関する
注記情報が含まれており、資金運用状
況は間接的に理事会で確認されていた
が、債券の格付や発行体の状況などは
報告されていなかった。

1
8
頁

4 Ｃ：実施し
ないことを
決定済

　令和３年１２月９日に、令和
２年度の決算書は作成済みであ
り、理事会へも報告済みである
ことから修正はしないこととし
た。

Ａ：実施済
又は決定済

　令和３年１２月９日に決算書の見直しを決定
し、令和３年度の決算書に、債券の格付けや発行
体の状況などの運用管理状況を記載し、令和４年
５月の理事会から報告することを決定した。
　同日に当協会の顧問会計士に相談し、理事会資
料や決算書の内容を定期的に確認してもらうこと
とした。
　また、満期が来たら、国債や地方債などに買い
替えていくことを確認した。

令
和
4
年
3
月
3
1
日

12 生
涯
活
躍
部

生
涯
ス
ポ
ー

ツ
推
進
課

公
益
財
団
法
人
豊
田
市
ス
ポ
ー

ツ

協
会

決
算
書
類
の
作
成
及
び
表
示
方
法

公
益
財
団
法
人
豊
田
市
ス
ポ
ー

ツ

協
会

【指摘】
　金融商品に対する取組方針とその内
容及びリスクが会計方針に記載されて
いるが、金融商品の状況に関する事項
として注記する必要があった。
　また、仕組債の運用を行っているた
め、非営利法人委員会実務指針第３８
号「公益法人会計基準に関する実務指
針」（日本公認会計士協会）Ｑ３０に
記載されている仕組債の運用を行って
いる場合の注記例を参考に、開示内容
を拡充する必要があった。

1
8
頁

5 Ｃ：実施し
ないことを
決定済

　令和２年度の決算書は作成済
みであり、理事会へも報告済み
であることから修正はしないこ
とを令和３年１２月９日に決定
した。

Ａ：実施済
又は決定済

　令和３年１２月９日に令和３年度の決算書か
ら、金融商品の状況に関する事項を仕組債の運用
を行っていることを踏まえて注記することを決定
した。
　また、令和４年４月中に顧問会計士に相談し、
記載内容について確認の上、作成することを決定
した。

令
和
4
年
3
月
3
1
日

－ 4 ／ 13 －



№ 部 課
団体
名

監査
項目

指摘・
意見の
対象

監査結果

該
当
ペ
ー

ジ

該
当
箇
所

Ⅰ
「処理」の
実施状況

Ⅱ
「処理」の内容

Ⅲ
「再発防止
策」

又は「改善
策」の実施
状況

Ⅳ
「再発防止策」又は「改善策」の内容

最
終
回
答
基
準
日

13 生
涯
活
躍
部

ス
ポ
ー

ツ
戦
略
課

株
式
会
社
豊
田
ス
タ
ジ
ア
ム

団
体
運
営
及
び
事
業
管
理
の
状
況

株
式
会
社
豊
田
ス
タ
ジ
ア
ム

【指摘】
　平成３０年３月２８日付けの定期監
査等報告書において、「取締役会が会
社法第３６３条第２項のとおりに３か
月に１回以上開催されていない」とい
う指摘があり、毎年度株主総会時の取
締役会で開催時期を告知するという措
置を決定した。しかし、今回の監査に
おいて措置の実施状況を確認したとこ
ろ、令和２年度内においては４回取締
役会が開催されていたが、令和２年９
月と令和３年１月の間で４か月離れて
いた。

1
9
頁

1 Ａ：実施済
又は決定済

　令和３年１０月２０日の経営
会議において、今後改めて１２
月に原則開催することを確認し
た。

Ａ：実施済
又は決定済

　１２月市議会の休会又は閉会後の日程を予め想
定し、社外役員への周知を図る。

令
和
4
年
3
月
3
1
日

14 生
涯
活
躍
部

ス
ポ
ー

ツ
戦
略
課

株
式
会
社
豊
田
ス
タ
ジ
ア
ム

団
体
運
営
及
び
事
業
管
理
の
状

況 株
式
会
社
豊
田
ス
タ
ジ
ア
ム

【意見】
　平成３０年３月２８日付けの定期監
査等報告書において、当時の内部監査
規則に基づいて内部監査が実施されて
いない旨の指摘がされている。これを
受けて、平成３０年３月２１日に内部
監査規則が内部監査規程に変更された
ものの、現状では当該内部監査規程に
従った内部監査は実施されていなかっ
た。
　会社の実情に応じた内部監査規程に
見直すことが望まれる。

1
9
頁

2 Ａ：実施済
又は決定済

　令和３年１１月１日に、内部
監査規程の内容改訂を実施済。

Ａ：実施済
又は決定済

　令和４年１月２３日に改訂後の規程に沿って内
部監査を実施した。内部監査実施後、改訂した規
程の内容が実態に即しているかの点検を同日実施
した。

令
和
4
年
3
月
3
1
日

15 生
涯
活
躍
部

ス
ポ
ー

ツ
戦
略
課

株
式
会
社
豊
田
ス
タ
ジ

ア
ム

団
体
運
営
及
び
事
業
管

理
の
状
況

株
式
会
社
豊
田
ス
タ
ジ

ア
ム

【意見】
　監査役監査規程は未作成であるが、
作成することが望まれる。

1
9
頁

3 Ａ：実施済
又は決定済

　監査役規程を令和３年１１月
３日に新たに作成した。

Ａ：実施済
又は決定済

　新規作成した監査役規程を基に令和４年１月２
６日より施行済。

令
和
4
年
3
月
3
1
日

16 生
涯
活
躍
部

ス
ポ
ー

ツ
戦
略
課

株
式
会
社
豊
田
ス
タ
ジ
ア

ム 会
計
処
理
及
び
帳
票
整
理

の
状
況

株
式
会
社
豊
田
ス
タ
ジ
ア

ム 【意見】
　３枚複写の領収書の経理控を入金伝
票として使用していることから、顧客
が領収書の発行を依頼していなくても
領収書を記載し、顧客渡し分が領収書
つづりに残っているものがあった。
　領収書の使用方法を統一し、使用状
況をチェックしやすくすることが望ま
れる。

1
9
頁

4 Ａ：実施済
又は決定済

　領収書発行の業務フローを事
例ごとに検証整理し、画一的な
使用方法について、令和４年１
月１６日に全社通知を行った。

Ａ：実施済
又は決定済

　領収書発行時に「領収書控」以外の証憑がつづ
りに残る場合は、「電子決済」「振込払い」「相
手先不要」等つづりに残る理由を証憑に記載し、
事後の使用状況のチェックを行いやすくする。

令
和
4
年
3
月
3
1
日

－ 5 ／ 13 －



№ 部 課
団体
名

監査
項目

指摘・
意見の
対象

監査結果

該
当
ペ
ー

ジ

該
当
箇
所

Ⅰ
「処理」の
実施状況

Ⅱ
「処理」の内容

Ⅲ
「再発防止
策」

又は「改善
策」の実施
状況

Ⅳ
「再発防止策」又は「改善策」の内容

最
終
回
答
基
準
日

17 生
涯
活
躍
部

ス
ポ
ー

ツ
戦
略
課

株
式
会
社
豊
田
ス
タ
ジ

ア
ム

財
産
管
理
状
況

株
式
会
社
豊
田
ス
タ
ジ

ア
ム

【指摘】
　経理規程第３２条第２項において、
定期的に経理担当役付者による実査の
確認を受けることになっている。現金
は毎日カウントされ、「現金残高金種
表」を作成し、担当者の押印がされて
いたが、月末に経理担当役付者の確認
の証跡が残されていなかった。

1
9
頁

5 Ｄ：実施す
ることがで
きない

　過去に遡って現金実査はでき
ないため、現金出納帳及び表の
チェックはできないことを令和
３年１２月９日に確認した。

Ａ：実施済
又は決定済

　月例会計指導前の経理担当役付者による現金出
納帳及び金種表のチェック完了時に確認印を残す
事を決定済。

令
和
4
年
3
月
3
1
日

18 生
涯
活
躍
部

ス
ポ
ー

ツ
戦
略
課

株
式
会
社
豊
田
ス
タ
ジ

ア
ム

決
算
書
類
の
作
成
及
び

表
示
方
法

株
式
会
社
豊
田
ス
タ
ジ

ア
ム

【指摘】
　計算書類に係る附属明細書は会社法
第４３５条第２項及び会社計算規則第
１１７条で作成が義務付けられている
が、以下の明細書が作成されていな
かった。
　①有形固定資産及び無形固定資産の
明細
　②引当金の明細

1
9
頁

6 Ｃ：実施し
ないことを
決定済

　令和２年度の決算処理は終了
しており、実務上不都合はない
ため、令和２年度決算での遡り
処理は行わないことを令和３年
１２月９日に決定した。

Ａ：実施済
又は決定済

　令和３年度決算書類作成時に顧問税理士と税法
以外の法令への準拠状況の確認を実施するととも
に、令和３年度決算書類作成時に附属明細書の作
成を決定済。

令
和
4
年
3
月
3
1
日

19 生
涯
活
躍
部

美
術
館

公
益
財
団
法
人
高
橋
記
念

美
術
文
化
振
興
財
団

財
産
管
理
状
況

公
益
財
団
法
人
高
橋
記
念

美
術
文
化
振
興
財
団

【指摘】
　会計規則第２１条において、「金銭
の出納及び証券等の管理は、出納責任
者が行う。」と規定されているが、預
金については月ごとに帳簿残と銀行残
との照合がされていなかった。
　また、帳簿残と銀行残との照合結果
を通帳などに残し、出納責任者の
チェックを受ける必要がある。

2
0
頁

1 Ｄ：実施す
ることがで
きない

　過去に遡ってやり直すことが
できないため。

Ａ：実施済
又は決定済

　月末に担当者が帳簿（貸借対照表）と通帳の金
額を確認した後、通帳の写しと帳簿（貸借対照
表）を紙に出力し、担当者から出納責任者までが
内容確認の押印をして記録を残すことにした。

令
和
4
年
3
月
3
1
日

20 産
業
部

産
業
労
働
課

公
益
財
団
法
人
豊
田
加

茂
環
境
整
備
公
社

財
産
管
理
状
況

公
益
財
団
法
人
豊
田
加

茂
環
境
整
備
公
社

【指摘】
　会計規程第１２条において、「現金
は、遅滞なく銀行に預け入れる」と規
定されているが、小口現金が存在して
いた。
　また、同規程第１３条第１項におい
て、預金は現金出納簿と照合すると規
定されているが、総勘定元帳と照合し
ていた。

2
0
頁

1 Ａ：実施済
又は決定済

　令和４年３月１５日に現状の
適正な運用に整合させるため、
会計規程を改正した。

Ａ：実施済
又は決定済

　令和４年３月１５日に公社規程の定期確認を実
施した。

令
和
4
年
3
月
3
1
日

－ 6 ／ 13 －



№ 部 課
団体
名

監査
項目

指摘・
意見の
対象

監査結果

該
当
ペ
ー

ジ

該
当
箇
所

Ⅰ
「処理」の
実施状況

Ⅱ
「処理」の内容

Ⅲ
「再発防止
策」

又は「改善
策」の実施
状況

Ⅳ
「再発防止策」又は「改善策」の内容

最
終
回
答
基
準
日

21 産
業
部

産
業
労
働
課

公
益
財
団
法
人
豊
田
加

茂
環
境
整
備
公
社

財
産
管
理
状
況

公
益
財
団
法
人
豊
田
加

茂
環
境
整
備
公
社

【指摘】
　会計規程第１３条第２項において、
「有価証券は、毎月末その実査を行
い、帳簿残高と照合しなければならな
い。」と規定されているが、現在保有
している有価証券は全て保護預けであ
り、実査の実施は不可能である。

2
0
頁

2 Ａ：実施済
又は決定済

　令和４年３月１５日に現状の
適正な運用に整合させるため、
会計規程を改正した。

Ａ：実施済
又は決定済

　令和４年３月１５日に公社規程の定期確認を実
施した。

令
和
4
年
3
月
3
1
日

22 産
業
部

産
業
労
働
課

公
益
財
団
法
人
豊
田
加

茂
環
境
整
備
公
社

資
産
運
用
及
び
経
費
節

減
の
状
況

公
益
財
団
法
人
豊
田
加

茂
環
境
整
備
公
社

【指摘】
　資金運用に関する要綱第７条第４項
において、「運用管理状況を定期的に
理事会に報告し、承認を受ける」と規
定されているが、債券の格付や発行体
の状況などは報告されていなかった。

2
0
頁

3 Ｄ：実施す
ることがで
きない

　過去のことであり、処理する
ことができない。

Ａ：実施済
又は決定済

　令和３年１２月２１日に専務理事より、資金運
用状況の理事会報告について説明を行い、社内全
体の共通認識を図った。
　そして、令和４年３月２２日に開催した第２６
回理事会で報告し、承認を受けた。

令
和
4
年
3
月
3
1
日

23 産
業
部

産
業
労
働
課

公
益
財
団
法
人
豊
田
加

茂
環
境
整
備
公
社

決
算
書
類
の
作
成
及
び

表
示
方
法

公
益
財
団
法
人
豊
田
加

茂
環
境
整
備
公
社

【指摘】
　令和２年度に貸倒引当金が全額減少
し、附属明細書の引当金の明細におい
て当期減少額のその他に記載されてい
た。その場合、理由を脚注する必要が
あるが、記載されていなかった。

2
0
頁

4 Ｃ：実施し
ないことを
決定済

　令和２年度決算は承認済みで
あるため、実施しないことを決
定した。

Ａ：実施済
又は決定済

　事務局次長及び総務係職員は、決算書類を作成
する際には、公益法人会計基準の運用指針の確認
を一層徹底することとし、また公益法人会計の研
修を活用し最新の情報収集に努め、標準化を図っ
ていくことを令和３年１２月１０日に決定した。
　そして令和３年度決算で作成する附属明細書
で、脚注記載することを令和３年１２月１０日に
決定した。

令
和
4
年
3
月
3
1
日

24 産
業
部

産
業
労
働
課

公
益
財
団
法
人
豊
田
加

茂
環
境
整
備
公
社

決
算
書
類
の
作
成
及
び

表
示
方
法

公
益
財
団
法
人
豊
田
加

茂
環
境
整
備
公
社

【指摘】
　租税特別措置法等に基づき特定災害
防止準備金及び維持管理積立金を固定
負債として計上している。それらのう
ち引当金の要件を満たすものについて
は、重要な会計方針の引当金の計上基
準及び附属明細書の引当金の明細に追
加して計上する必要があるが記載され
ていなかった。

2
1
頁

5 Ｃ：実施し
ないことを
決定済

　令和２年度決算は承認済みで
あるため、実施しないことを決
定した。

Ａ：実施済
又は決定済

　特定災害防止準備金及び維持管理金の引当金計
上について、令和３年度決算で作成する決算書類
で、引当金計上することを令和３年１２月１０日
に決定した。また決算処理を行う前の令和４年３
月１５日に、事務局次長から専務理事、事務局長
及び総務係職員に対して、再度説明を行い、社内
全体の共通認識として標準化を図った。

令
和
4
年
3
月
3
1
日

－ 7 ／ 13 －



№ 部 課
団体
名

監査
項目

指摘・
意見の
対象

監査結果

該
当
ペ
ー

ジ

該
当
箇
所

Ⅰ
「処理」の
実施状況

Ⅱ
「処理」の内容

Ⅲ
「再発防止
策」

又は「改善
策」の実施
状況

Ⅳ
「再発防止策」又は「改善策」の内容

最
終
回
答
基
準
日

25 産
業
部

産
業
労
働
課

公
益
財
団
法
人
豊
田
加

茂
環
境
整
備
公
社

決
算
書
類
の
作
成
及
び

表
示
方
法

公
益
財
団
法
人
豊
田
加

茂
環
境
整
備
公
社

【指摘】
　自動車リサイクル料金が流動資産に
計上されていたが、車両を保有してい
る間（通常１年以上）は預託されたま
まになることから、その他固定資産と
して計上する必要があった。

2
1
頁

6 Ｃ：実施し
ないことを
決定済

　令和２年度決算は承認済みで
あるため、実施しないことを決
定した。

Ａ：実施済
又は決定済

　令和３年度決算で作成する決算書類で、その他
固定資産へ計上することを令和３年１２月１０日
に決定した。
　また、今後初めて計上する勘定科目の場合、判
断に迷った場合は、専門家（全国公益法人協会）
に問い合わせ、確認し、適正な科目で計上するこ
とを令和３年１２月１０日に決定した。

令
和
4
年
3
月
3
1
日

26 産
業
部

産
業
労
働
課

公
益
財
団
法
人
豊
田
加
茂
環
境

整
備
公
社

決
算
書
類
の
作
成
及
び
表
示
方

法 公
益
財
団
法
人
豊
田
加
茂
環
境

整
備
公
社

【指摘】
　法人税法に基づく法定繰入率により
貸倒引当金が計上されているが、長期
滞留債権が存在しているため、相手先
の資力を検討して、回収可能性を勘案
した上で個別に貸倒引当金を計上する
必要があった。
　また、個別評価に関する処理方法が
会計方針に記載されていなかった。

2
1
頁

7 Ｃ：実施し
ないことを
決定済

　令和２年度決算は承認済みで
あるため、実施しないことを決
定した。

Ａ：実施済
又は決定済

　当該債権の相手先の資力を確認するため、現地
調査を令和４年３月２９日に行ったところ、倒産
したことが判明したため、個別評価による貸倒引
当金の計上を実施しないことを決定した。
　ただし、今後は回収が困難な債権が発生する場
合には、法人税法に照らし合わせ、個別事情を勘
案したうえで、必要に応じて専門家（全国公益法
人協会）にも確認し、判断していくが、その結
果、長期滞留債権と認められる場合には、個別評
価を実施し、会計方針にも記載していくことを決
定した。

令
和
4
年
3
月
3
1
日

27 産
業
部

産
業
労
働
課

公
益
財
団
法
人
豊
田
加
茂
環
境
整
備

公
社

決
算
書
類
の
作
成
及
び
表
示
方
法

公
益
財
団
法
人
豊
田
加
茂
環
境
整
備

公
社

【指摘】
　公社債投資信託は適宜引き出し可能
であり、短期保有目的として流動資産
に計上しており、表示科目は「公社債
投資信託」となっているが、「有価証
券」と記載する必要があった（公益法
人会計基準の運用指針１２．財務諸表
の科目、（１）貸借対照表に係る科目
及び取扱要領）。
　また、当該公社債投資信託は満期保
有目的債券ではないため、その他有価
証券としての会計方針を記載する必要
があった。

2
1
頁

8 Ｃ：実施し
ないことを
決定済

　令和２年度決算は承認済みで
あるため、実施しないことを決
定した。

Ａ：実施済
又は決定済

　令和３年度中に、公社債投資信託での運用の必
要性は低いため、預金化することを令和３年１２
月１０日に決定し、令和４年３月９日に預金化を
実施。
　なお、今後同様のことが生じた場合には、ご指
摘のとおり、公益法人会計基準に則った会計処理
を行うことを令和３年１２月１０日に決定。令和
３年１２月２１日には、事務局次長から専務理
事、事務局長及び総務係職員に対して、公益法人
会計基準の運用指針の貸借対照表に係る科目及び
取扱要領について説明を行い、標準化を図った。

令
和
4
年
3
月
3
1
日

－ 8 ／ 13 －



№ 部 課
団体
名

監査
項目

指摘・
意見の
対象

監査結果

該
当
ペ
ー

ジ

該
当
箇
所

Ⅰ
「処理」の
実施状況

Ⅱ
「処理」の内容

Ⅲ
「再発防止
策」

又は「改善
策」の実施
状況

Ⅳ
「再発防止策」又は「改善策」の内容

最
終
回
答
基
準
日

28 産
業
部

商
業
観
光
課

豊
田
市
駅
東
開
発
株
式
会
社

団
体
運
営
及
び
事
業
管
理
の
状

況 豊
田
市
駅
東
開
発
株
式
会
社

【指摘】
　会社と取締役の間で土地の賃貸借契
約を行っている。これは利益相反取引
に当たるため、取締役になった時点で
取締役会の承認を受ける必要があった
が行われていなかった（会社法第３５
６条第１項及び第３６５条第１項）。
　また、利益相反取引の取引後、重要
な事実を取締役会に報告する必要があ
るが報告は行われていなかった（会社
法第３６５条第２項）。

2
2
頁

1 Ｄ：実施す
ることがで
きない

　過去のことであり、処理する
ことができない。

Ａ：実施済
又は決定済

　令和３年１２月に、令和４年６月開催株主総会
後の取締役会において決議を行うことを決定し,
令和４年６月以降は毎年度株主総会後取締役会で
議題とすることとした。

令
和
4
年
3
月
3
1
日

29 産
業
部

商
業
観
光
課

豊
田
市
駅
東
開
発
株
式
会

社 団
体
運
営
及
び
事
業
管
理

の
状
況

豊
田
市
駅
東
開
発
株
式
会

社 【指摘】
　取締役会について、令和２年２月の
第１３１回取締役会以降、令和３年９
月の第１３９回取締役会まで欠席が続
いている役員がいた（書面決議の回を
除く。）。
　また、専務会については、平成３１
年度は１７回のうち１４回、令和２年
度は１３回のうち１２回欠席となって
いた。

2
2
頁

2 Ｄ：実施す
ることがで
きない

　過去のことであり、処理する
ことができない。

Ａ：実施済
又は決定済

　令和３年１２月に、状況報告及び代表者からの
指示等の意思疎通を継続すること。及びコロナ
ウィルスの鎮静化又は陽性時対処方法を確立する
ことで、通常業務へ回帰することを決定した。
　また、状況に応じて、書面にて会議を開催する
こととした。

令
和
4
年
3
月
3
1
日

30 産
業
部

商
業
観
光
課

豊
田
市
駅
東
開
発
株
式
会

社 会
計
処
理
及
び
帳
票
整
理

の
状
況

豊
田
市
駅
東
開
発
株
式
会

社 【指摘】
　賞与引当金に係る社会保険料の会社
負担分が未払費用として計上されてい
なかった。

2
2
頁

3 Ｃ：実施し
ないことを
決定済

　令和４年度の賞与分から社会
保険料会社負担分を未払費用に
計上することを令和３年１２月
に決定した。

Ａ：実施済
又は決定済

　令和３年１２月に、令和４年度の賞与分から社
会保険料会社負担分を未払費用に計上することを
決定し、毎月の賞与引当金に計上と同時に社会保
険料の会社負担分を未払費用として計上すること
とした。

令
和
4
年
3
月
3
1
日

31 産
業
部

商
業
観
光
課

豊
田
市
駅
東
開
発
株
式
会

社 財
産
管
理
状
況

豊
田
市
駅
東
開
発
株
式
会

社 【意見】
　現金実査において、上席者が確認し
たことを示す押印等が現金の金種表及
び現金出納帳になかった。
　確認していることを明確にするため
に、押印等によりこれらの帳票に確認
の証跡を残すことが望まれる。

2
2
頁

4 Ｄ：実施す
ることがで
きない

　過去のことであり、処理する
ことができない。

Ａ：実施済
又は決定済

　令和３年１２月に、令和３年１２月から現金金
種表と現金出納帳を上席者が確認及び現金出納帳
へ押印することを決定した。
　決定に基づき、月末の現金実査時には、上席者
が現金出納帳へ押印することとした。

令
和
4
年
3
月
3
1
日

－ 9 ／ 13 －



№ 部 課
団体
名

監査
項目

指摘・
意見の
対象

監査結果

該
当
ペ
ー

ジ

該
当
箇
所

Ⅰ
「処理」の
実施状況

Ⅱ
「処理」の内容

Ⅲ
「再発防止
策」

又は「改善
策」の実施
状況

Ⅳ
「再発防止策」又は「改善策」の内容

最
終
回
答
基
準
日

32 産
業
部

商
業
観
光
課

豊
田
市
駅
東
開
発
株
式
会

社 決
算
書
類
の
作
成
及
び
表

示
方
法

豊
田
市
駅
東
開
発
株
式
会

社 【指摘】
　計算書類に係る附属明細書は会社法
第４３５条第２項及び会社計算規則第
１１７条で作成が義務付けられている
が、以下の明細書が作成されていな
かった。
　①有形固定資産及び無形固定資産の
明細
　②引当金の明細

2
2
頁

5 Ｄ：実施す
ることがで
きない

　過去のことであり、処理する
ことができない。

Ａ：実施済
又は決定済

　令和３年１２月に、令和３年度の決算時から、
①有形固定資産及び無形固定資産の明細、②引当
金の明細を追加書類として作成し、監査書類と共
に保管することを決定した。

令
和
4
年
3
月
3
1
日

33 産
業
部

商
業
観
光
課

豊
田
市
駅
前
開
発
株
式

会
社

団
体
運
営
及
び
事
業
管

理
の
状
況

豊
田
市
駅
前
開
発
株
式

会
社

【意見】
　監査役監査規程は未作成であるが、
作成することが望まれる。

2
3
頁

1 Ａ：実施済
又は決定済

　令和４年３月３１日までに、
監査役監査規程を作成すること
を令和３年１２月９日に開催さ
れた第４８３回経営審議会にて
決定した。

Ａ：実施済
又は決定済

　令和４年２月１６日開催の第１２７回取締役会
で、監査役監査規程案が承認され、令和４年２月
１６日から施行された。

令
和
4
年
3
月
3
1
日

34 産
業
部

商
業
観
光
課

豊
田
市
駅
前
開
発
株
式
会
社

団
体
運
営
及
び
事
業
管
理
の
状

況 豊
田
市
駅
前
開
発
株
式
会
社

【指摘】
　会社と取締役の間で土地の賃貸借契
約を行っている。これは利益相反取引
に当たるため、取締役になった時点で
取締役会の承認を受ける必要があった
が行われていなかった（会社法第３５
６条第１項及び第３６５条第１項）。
　また、利益相反取引の取引後、重要
な事実を取締役会に報告する必要があ
るが報告は行われていなかった（会社
法第３６５条第２項）。

2
3
頁

2 Ｄ：実施す
ることがで
きない

　過去のことであり、処理する
ことができない。

Ａ：実施済
又は決定済

　令和３年１２月９日開催の第４８３回経営審議
会で、取締役に新たに就任した時点で取締役会の
承認を受けること。また、利益相反に当たる取引
を毎年度５月に開催される取締役会に報告するこ
とを決定した。

令
和
4
年
3
月
3
1
日

35 産
業
部

商
業
観
光
課

豊
田
市
駅
前
開
発
株
式

会
社

決
算
書
類
の
作
成
及
び

表
示
方
法

豊
田
市
駅
前
開
発
株
式

会
社

【指摘】
　貸借対照表において、役員分及び従
業員分の退職給与引当金は勘定科目を
分けて計上すべきところ、一括して計
上されていた。

2
3
頁

3 Ｃ：実施し
ないことを
決定済

　修正案を審議会にかけること
をしないと決定した。

Ａ：実施済
又は決定済

　令和３年１２月９日開催の第４８３回経営審議
会で、令和４年５月３１日までに役員と従業員の
退職給与引当金を分離して計上し、より明確な決
算書とすることを決定した。

令
和
4
年
3
月
3
1
日

－ 10 ／ 13 －



№ 部 課
団体
名

監査
項目

指摘・
意見の
対象

監査結果

該
当
ペ
ー

ジ

該
当
箇
所

Ⅰ
「処理」の
実施状況

Ⅱ
「処理」の内容

Ⅲ
「再発防止
策」

又は「改善
策」の実施
状況

Ⅳ
「再発防止策」又は「改善策」の内容

最
終
回
答
基
準
日

36 産
業
部

商
業
観
光
課

豊
田
市
駅
前
開
発
株
式

会
社

決
算
書
類
の
作
成
及
び

表
示
方
法

豊
田
市
駅
前
開
発
株
式

会
社

【指摘】
　個別注記表の１．重要な会計方針に
係る事項に関する注記に引当金の計上
基準が記載されていなかった。

2
3
頁

4 Ｃ：実施し
ないことを
決定済

　修正案を審議会にかけること
をしないと決定した。

Ａ：実施済
又は決定済

　令和３年１２月９日開催の第４８３回経営審議
会で、令和４年５月３１日までに引当金の計上基
準を記載し、より明確な決算書とすることを決定
した。

令
和
4
年
3
月
3
1
日

37 産
業
部

商
業
観
光
課

豊
田
市
駅
前
開
発
株
式

会
社

決
算
書
類
の
作
成
及
び

表
示
方
法

豊
田
市
駅
前
開
発
株
式

会
社

【指摘】
　計算書類に係る附属明細書は会社法
第４３５条第２項及び会社計算規則第
１１７条で作成が義務付けられている
が、以下の明細書が作成されていな
かった。
　①有形固定資産及び無形固定資産の
明細
　②引当金の明細

2
3
頁

5 Ｃ：実施し
ないことを
決定済

　修正案を審議会にかけること
をしないと決定した。

Ａ：実施済
又は決定済

　令和３年１２月９日開催の第４８３回経営審議
会で、会社法第４３５条第２項及び会社計算規則
第１１７条で作成が求められている附属明細（①
有形固定資産及び無形固定資産の明細、②引当金
の明細）を令和４年５月３１日までに作成し、よ
り明確な決算書とすることを決定した。

令
和
4
年
3
月
3
1
日

38 産
業
部

商
業
観
光
課

豊
田
市
駅
前
通
り
南
開
発
株
式

会
社

団
体
運
営
及
び
事
業
管
理
の
状

況 豊
田
市
駅
前
通
り
南
開
発
株
式

会
社

【指摘】
　平成２９年３月２８日付けの定期監
査等報告書において「経理規程第３０
条第３項に記載のある「科目配置基
準」が整備されていなかった。」とい
う指摘があり、これを受けて社内で協
議したところ、「科目配置基準」は不
要との結論になり、規程を見直す措置
を決定した。しかし、今回の監査にお
いて措置の実施状況を確認したとこ
ろ、該当の規定が未修正のままになっ
ていた。

2
4
頁

1 Ａ：実施済
又は決定済

　指摘を受けた内容に基づき修
正を行い、令和４年１月２６日
第９４回取締役会において承
認、可決された。

Ａ：実施済
又は決定済

　令和４年１月２６日開催の第９４回取締役会
で、承認、可決、同日から施行された。

令
和
4
年
3
月
3
1
日

39 産
業
部

商
業
観
光
課

豊
田
市
駅
前
通
り
南
開

発
株
式
会
社

団
体
運
営
及
び
事
業
管

理
の
状
況

豊
田
市
駅
前
通
り
南
開

発
株
式
会
社

【意見】
　監査役監査規程は未作成であるが、
作成することが望まれる。

2
4
頁

2 Ａ：実施済
又は決定済

　新たに監査役監査規程を作成
し、令和４年３月２３日第９５
回取締役会において承認、可決
された。

Ａ：実施済
又は決定済

　令和４年３月２３日開催の第９５回取締役会
で、承認、可決、同日から施行された。

令
和
4
年
3
月
3
1
日

－ 11 ／ 13 －



№ 部 課
団体
名

監査
項目

指摘・
意見の
対象

監査結果

該
当
ペ
ー

ジ

該
当
箇
所

Ⅰ
「処理」の
実施状況

Ⅱ
「処理」の内容

Ⅲ
「再発防止
策」

又は「改善
策」の実施
状況

Ⅳ
「再発防止策」又は「改善策」の内容

最
終
回
答
基
準
日

40 産
業
部

商
業
観
光
課

豊
田
市
駅
前
通
り
南
開
発
株
式
会

社 団
体
運
営
及
び
事
業
管
理
の
状
況

豊
田
市
駅
前
通
り
南
開
発
株
式
会

社 【指摘】
　会社と取締役の間で土地の賃貸借契
約を行っている。これは利益相反取引
に当たるため、取締役になった時点で
取締役会の承認を受ける必要があった
が行われていなかった（会社法第３５
６条第１項及び第３６５条第１項）。
　また、利益相反取引の取引後、重要
な事実を取締役会に報告する必要があ
るが報告は行われていなかった（会社
法第３６５条第２項）。

2
4
頁

3 Ａ：実施済
又は決定済

　令和３年１０月２７日第９３
回取締役会において利益相反取
引については承認、可決され
た。

Ａ：実施済
又は決定済

　令和４年３月２３日開催の第９５回取締役会
で、令和３年度の利益相反取引の実績報告を行っ
た。
　今後は、年に一度、年度末の取締役会で実績報
告を行うこととした。

令
和
4
年
3
月
3
1
日

41 産
業
部

商
業
観
光
課

豊
田
市
駅
前
通
り
南
開

発
株
式
会
社

団
体
運
営
及
び
事
業
管

理
の
状
況

豊
田
市
駅
前
通
り
南
開

発
株
式
会
社

【指摘】
　執行役員制導入に伴い執行役員規則
は策定されていたが、関連して職務権
限規程や決裁規程の改正が必要であっ
たがされていなかった。

2
4
頁

4 Ａ：実施済
又は決定済

　指摘を受けた内容に基づき追
記、修正を行い、令和４年１月
２６日第９４回取締役会におい
て承認、可決された。

Ａ：実施済
又は決定済

　令和４年１月２６日開催の第９４回取締役会
で、承認、可決、同日から施行された。

令
和
4
年
3
月
3
1
日

42 産
業
部

商
業
観
光
課

豊
田
市
駅
前
通
り
南
開

発
株
式
会
社

団
体
運
営
及
び
事
業
管

理
の
状
況

豊
田
市
駅
前
通
り
南
開

発
株
式
会
社

【指摘】
　取締役会規則第９条第１号ヌ「貸借
対照表、損益計算書、営業報告書及び
利益の処分又は損失の処理に関する議
案並びにその付属明細書の承認」は会
社法等の改正に伴う改正が必要であっ
たがされていなかった。

2
4
頁

5 Ａ：実施済
又は決定済

　指摘を受けた内容に基づき追
記、修正を行い、令和４年１月
２６日第９４回取締役会におい
て承認、可決された。

Ａ：実施済
又は決定済

　令和４年１月２６日開催の第９４回取締役会
で、承認、可決、同日から施行された。

令
和
4
年
3
月
3
1
日

43 産
業
部

商
業
観
光
課

豊
田
市
駅
前
通
り
南
開

発
株
式
会
社

団
体
運
営
及
び
事
業
管

理
の
状
況

豊
田
市
駅
前
通
り
南
開

発
株
式
会
社

【指摘】
　消費税率５％時に締結された自動更
新条項のある委託契約書について、消
費税増税に伴い契約書の見直しが必要
であったが見直しが行われていない契
約があった。

2
4
頁

6 Ｃ：実施し
ないことを
決定済

　消費税増税が行われてから既
に日数が経過しているため、過
去の支払額については相違がな
いことを委託業者と確認するの
みとした。

Ａ：実施済
又は決定済

　令和４年１月２０日に消費税の修正を含めた適
正な書面で再度契約の締結を行い、契約期間は令
和４年４月１日からとした。またこれ以降、消費
税率の変更が伴う場合はその都度,契約を確認す
ることを決定した。

令
和
4
年
3
月
3
1
日

－ 12 ／ 13 －



№ 部 課
団体
名

監査
項目

指摘・
意見の
対象

監査結果

該
当
ペ
ー

ジ

該
当
箇
所

Ⅰ
「処理」の
実施状況

Ⅱ
「処理」の内容

Ⅲ
「再発防止
策」

又は「改善
策」の実施
状況

Ⅳ
「再発防止策」又は「改善策」の内容

最
終
回
答
基
準
日

44 産
業
部

商
業
観
光
課

豊
田
市
駅
前
通
り
南
開

発
株
式
会
社

会
計
処
理
及
び
帳
票
整

理
の
状
況

豊
田
市
駅
前
通
り
南
開

発
株
式
会
社

【意見】
　未使用の領収書つづりは倉庫に保管
されているが、数量の把握がされてい
なかった。
　領収書の紛失・盗難、不正使用等を
防止する観点から、帳簿上で明確に受
払の管理をすることが望まれる。

2
5
頁

7 Ａ：実施済
又は決定済

　令和３年１０月１９日に管理
台帳を作成し、実施済である。

Ａ：実施済
又は決定済

　令和３年１０月１９日に管理台帳を策定し、在
庫の領収証を使用する際には随時、上席者に在庫
数を確認してもらうこととした。

令
和
4
年
3
月
3
1
日

45 産
業
部

商
業
観
光
課

豊
田
市
駅
前
通
り
南
開
発

株
式
会
社

決
算
書
類
の
作
成
及
び
表

示
方
法

豊
田
市
駅
前
通
り
南
開
発

株
式
会
社

【指摘】
　計算書類に係る附属明細書は会社法
第４３５条第２項及び会社計算規則第
１１７条で作成が義務付けられている
が、以下の明細書が作成されていな
かった。
　①有形固定資産及び無形固定資産の
明細
　②引当金の明細

2
5
頁

8 Ｃ：実施し
ないことを
決定済

　決算であるため、令和２年度
は触らないことを決定した。

Ａ：実施済
又は決定済

　令和３年度の決算書類として作成することとし
た。
　今後は、必要な会計書類がある場合、その都
度、顧問税理士と精査していくこととした。

令
和
4
年
3
月
3
1
日

46 教
育
部

保
健
給
食
課

公
益
財
団
法
人
豊
田

市
学
校
給
食
協
会

会
計
処
理
及
び
帳
票

整
理
の
状
況

公
益
財
団
法
人
豊
田

市
学
校
給
食
協
会

【指摘】
　税務署長の承認を得ない限り総勘定
元帳は紙ベースでの保管が必要である
が、電子データで保管しているのみで
あった。

2
5
頁

1 Ａ：実施済
又は決定済

　過去１０年分（平成２３年度
分から令和２年度分まで）の総
勘定元帳を紙に打ち出して保管
した。（令和３年１２月１５
日）

Ａ：実施済
又は決定済

　決算に必要な書類のチェックリストを作成し、
チェック項目の中に総勘定元帳（紙打ち出し分）
を記載した。また、会計実務講座への積極的な参
加等により、常に関係法令に関する最新の知識を
得るよう会計担当者に指示をした。

令
和
4
年
3
月
3
1

日

－ 13 ／ 13 －


